
はじめに

環太平洋パートナーシップ（TPP）協定は、環太平洋12ヵ国の7年に及ぶ交渉の末、2016年

2月4日、ニュージーランドのオークランドで署名された。推進派から「戦後の最も野心的な

自由貿易協定〔FTA〕」（1）ともてはやされるこの大型協定は全30章、5544ページから成り、署

名国にはオーストラリア、ブルネイ、カナダ、チリ、日本、マレーシア、メキシコ、ニュー

ジーランド、ペルー、シンガポール、米国、ベトナムが名を連ねる。TPP参加12ヵ国の総人

口は7億9200万人に上り、世界国内総生産（GDP）の約40%を占める。米国にとって、TPP諸

国は米国の二国間貿易（財・サービス）の36%を占める（2）。

参加国間の交渉妥結を受け、協定は関係各国の国内手続きに従って批准される必要がある。

米国の場合、上下両院双方の過半数がこの協定を承認しなければならない。TPPは、全署名

国が2年以内に批准すれば発効する。2018年2月4日までに全署名国の批准がならなかった場

合は、合計して全署名国のGDPの85%以上を占める6ヵ国以上の批准により、発効する（3）。

本稿は米国の視点からTPPを分析し、批准の賛否両論を検討する。以下、（1）歴史的文脈、

（2）経済論議、（3）政治論議、（4）批准の見通し、（5）結論、の順に議論する。

1 歴史的文脈

TPPは、ブルネイ、チリ、ニュージーランド、シンガポールにより2005年に署名された環

太平洋戦略的経済連携協定（TPSEPまたはP4）の拡大版である。2008年以降、新たな国々が

協定拡大に向けた議論に参加し、オーストラリア、カナダ、日本、マレーシア、メキシコ、

ペルー、米国、ベトナムを加えた全12ヵ国による交渉は、2015年10月5日、米国ジョージア

州アトランタで合意に達し、2016年2月4日、ニュージーランドのオークランドで正式に協

定に署名した（4）。

ジョージ・W・ブッシュ政権下の米国が交渉に参加したのは2008年2月である。1年後の

2009年1月に大統領に就任したバラク・オバマは、交渉を継続し、志を同じくする他国の交

渉参加を歓迎する決定をした。TPPは、オバマ政権が1期目に打ち出したアジア回帰政策

（「ピボット政策」や「リバランス政策」と呼ばれる）と符合したものである。これは、次の6つ

の要素から成る。
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2. 新興諸国との協力関係の深化

3. 地域的な多国間機構への関与

4. 貿易と投資の拡大

5. 広範な軍事的プレゼンスの強化

6. 民主主義と人権の促進（5）

TPPは次第にオバマ政権の新たなアジア重視政策の最も重要な経済的要素となった。オバ

マ政権のTPPに対する見方は、米国通商代表部（USTR）のウェブサイトから知ることができる。

「環太平洋パートナーシップ（TPP）は、米国の労働者と企業に競争条件の平等化をもたらす

新たな高水準の貿易協定であり、米国産品の輸出拡大と米国の賃金増加を下支えする。TPPによ

って、さまざまな国々が米国産品に課している1万8000以上の関税が撤廃され、米国の農家、

酪農家、製造業者、中小企業が世界で最も急成長している市場のいくつかにおいて、競争に参

入し、勝利を収めることができるようになる。世界の消費者の95%以上は米国の外にいるので、

TPPは米国のモノやサービスの輸出を大幅に増やし、米国の雇用を下支えする。」（6）

USTRのウェブサイトは、TPPが米国の「グローバル・リーダーシップ」を行動で示すとい

う点も強調している。「アジアにおいて貿易ルール作りの競争が起きている。米国がこの協定

を結ばず、貿易ルールを作らなければ、競争相手が貧弱な貿易ルールを定め、米国の雇用と

労働者を脅かし、アジアにおける米国のリーダーシップを損なう」（7）のである。

中国を名指しこそしていないものの、オバマ政権がTPPを米国のアジア関与―経済的、

政治的、軍事的な―を強化する手段とみているのは明らかである。TPP交渉の妥結を歓迎

する2015年10月5日の声明では、オバマ大統領はより明確に語っていた。「米国の潜在的な

顧客の95%以上が米国の外にいる以上、中国のような国々に世界経済のルール作りを任せる

ことはできない。米国がこれらのルールを作り、高い労働者保護基準の設定と環境保全を確

保しつつ、米国産品の新市場を開拓すべきである」（8）。

2015年4月6日、アシュトン・カーター米国防長官は、アリゾナ州立大学で米国のアジア

回帰の「新局面」に関する講演を行なった。国防問題について論じた後、カーター長官は講

演のなかでTPPの重要性も力説した。米国の輸出を増やし、アジア主要国との関係を強化し、

より広範なアジア地域へコミットする米国の姿勢を発信し、米国の価値観を促進することの

重要性を強調し、TPPは自分にとって新たな空母と同じくらい重要だ、とまで述べた。「実

際、国防長官の発言としては意外かもしれないが、最も幅広い意味におけるリバランスの観

点から、TPPの締結は私にとって新たな空母と同じくらい重要だ。……TPPは、海外におけ

る米国の同盟やパートナーシップを深化させ、アジア太平洋への米国の持続的なコミットメ

ントを強化する。米国の利益と価値観を反映した世界秩序を促進する助けにもなる」（9）。

上述のTPP推進論に加えて、オバマ政権がTPPの批准を強力に唱えるようになった別の要

因が2つある。1つ目は、世界貿易機関（WTO）多角的貿易交渉（ドーハ・ラウンド）の失敗

である（10）。2001年にカタールのドーハでスタートした数次の交渉にもかかわらず、農業、鉱

工業品の関税・非関税障壁、サービス、貿易救済措置に関する意見の不一致をめぐり、協議

は2008年7月に決裂した。2008年以降、協議再開の動きが何度かみられたが、いずれも頓挫
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し、その結果、オバマ政権は志を同じくする国々の間の大型の、しかし地域的な貿易協定の

締結に力を注ぐようになった。TPPは、そうした大型の地域貿易協定の第1弾である。

TPPの重要性を高めている第2の要因は、TPPが、米国と欧州連合（EU）の間で現在交渉さ

れている環大西洋貿易投資パートナーシップ（TTIP）と対をなす協定とみなされていること

である（11）。米国とEUを合わせると、世界GDPの60%、財の世界貿易の33%、サービスの世

界貿易の42%を占める。TTIPが実現すれば、世界GDPの46%をカバーする史上最大の地域

的自由貿易協定となる。2016年2月現在、12回の交渉が行なわれている（12）。交渉は2014年末

までの合意を目指していたが、妥結するのは2019年か2020年との見方も出ている。

米国の世界戦略の観点から、この2つの自由貿易協定を締結することは、アジアと欧州に

対する米国の関与を強化し、グローバルな問題における米国のリーダーシップを維持するう

えできわめて重要である。冷戦が終結し、「対外経済政策上の取り組みは、米国の経済利益を

促進するか、少なくとも毀損することを回避し、主要な国内グループの支持を得られるもの

でなくてはならない」（13）との認識が高まっている現在、その重要性は特に大きくなっている。

2 経済論議

オバマ政権は、TPPの批准によって米国にもたらされる恩恵として以下の点を挙げている。

・米国の輸出品に課されている1万8000以上の関税の撤廃

・これまでのいかなる貿易協定よりも強力な労働者保護規定の盛り込み

・これまでのいかなる貿易協定よりも強力な環境保護規定の盛り込み

・中小企業が世界貿易の恩恵を受けられるような支援

・電子商取引の促進、デジタルフリーダム（自由なアクセス、表現の自由、プライバシー）の

保護、オープンインターネット（ネットワーク中立性）の保護

・国有企業（SOE）に規律を課すことによる米国労働者の競争条件の平等化

・良い統治（グッド・ガバナンス）への重点的取り組みと腐敗の撲滅

・史上初となる開発に関する章の盛り込み

・サービス輸出の世界的リーダーとしての米国の地位の活用（14）

主な主張は、TPPは、労働者の権利と環境を保護し、米国のリーダーシップを通じてアジ

ア太平洋地域において良い統治を拡大しつつ、輸出の拡大を通じてアメリカ人に雇用の増加

と賃金の上昇をもたらす、というものである。

米国はTPPからどの程度の経済的恩恵を受けるかという問題に関しては、エコノミストが

激しい議論を戦わせている。一方では、ピーターソン国際経済研究所（PIIE）が2016年1月、

TPPは2030年のベースライン（長期）予測より米国の年間実質所得を1310億ドル（GDPの

0.5%）、年間輸出額を3570億ドル（輸出額の9.1%）増加させると試算したピーター・A・ペト

リとマイケル・G・プラマーの研究を発表した。この試算によれば、批准と実施が1年遅れ

ると米国経済は940億ドルの損失を被る（15）。

他方、タフツ大学の世界開発環境研究所（GDAE）も2016年1月、TPPは米国の所得を0.5%

減少させ、雇用者数を約50万人減らし、所得格差を拡大させると予測したジェロニム・カパ
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ルドらの研究を発表した（16）。GDAEの研究は、「より現実的なモデル」を用いて分析したと主

張し、TPPの経済的恩恵を試算したこれまでの報告は「完全雇用」や恒常的な所得分布など

の「非現実的な前提に基づいている」と述べている。GDAEの研究は、「他の（米国以外の）

参加国にとって経済的利益はないに等しい―先進国の場合は10年間で1%未満、開発途上

国の場合は3%未満である」とまで述べている。また、TPPに参加しない中国などの国に悪影

響も及ぼす。「われわれの予測によれば、TPPは非参加国の成長と雇用に悪影響をもたらす。

この結果、世界が不安定化するリスクが強まるとともに、底辺への競争（a race to the bottom）

が増し、労働所得に対する圧力が強まる」（17）。

こうした動きを受けて、PIIEの研究員であるロバート・ローレンスとタイラー・モランは

2016年3月、この2つの研究を比較した『TPPによる調整と所得分布への影響』と題する論文

を発表した。2人の分析は、「ペトリとプラマーのモデルのほうがすべての点において（GDAE

に用いられているモデルより）優れており」、TPPの恩恵は調整コストをはるかに凌駕する、と

の結論を下している（18）。これに対し、2016年3月、GDAEのティモシー・ワイズとジョモ・

クワメ・サンダラムが『失業と貿易赤字を無視したTPPの前提』と題する反論を発表した。

この結論によれば、「ローレンスとモランがTPPの恩恵は調整コストをはるかに凌駕すると考

えたのは驚くに値しない。……その結果得られる費用便益計算は誤解を招きやすい。第1に、

コストが上述のとおり最小化されている。第2に、便益が過大評価されている。……最後に、

最近のペトリとプラマーの利益に関する試算すら、〔TPPの貢献は〕2030年の米国のGDPのわ

ずか0.55%、すなわち、15年にわたり毎年ほぼゼロに近い0.029%と、信じられないくらい小

さい数字を出しているのに、単に利益は大きいと主張されているだけである」（19）。

サンダー・レビン下院議員（民主党ミシガン州選出）は、PIIEが用いているモデリング手法

の問題点を指摘し、国際貿易委員会（ITC）に対し、5月に予定されている米国政府向けの

TPP評価を行なうにあたり、問題を無視したモデルの使用をやめるよう求めた。貿易情報誌

の『インサイドUSトレード』が報じたように、「レビンは、TPPの経済的影響に関する米国

際貿易委員会の2月の公聴会で、その分析にはTPPが賃金や所得格差にどのような影響を及

ぼすかの調査、ITCの経済モデルは完全雇用を想定すべきかどうかの精査、TPPその他の要

因の結果として誰が得をし、誰が損をするかの分析などが含まれていなければならない、と

述べた」（20）。

5月18日、ITCはTPPが米国経済と特定の産業に与える経済的影響を分析したレポートを

ついに公表した。この調査によれば、TPPに参加した場合、米国のGDPは2032年にはそうで

ない場合に比べ427億ドル、つまり約0.15%高くなることが予想される。これは2032年まで

に約12万8000人という非常に控えめな増加分の雇用が生まれることを意味する。さらに同レ

ポートは、TPPに参加した場合、2032年には米国の年間実質所得が573億ドル増加し、そう

でない場合と比べて約0.23%高くなるであろうと予測している。これは前述のPIIEのレポー

トが示す2030年までに年間実質所得が1310億ドル増加するという予測の半分以下の値であ

る。ITCのレポートは、政治的にセンシティブな製造業においては、雇用が0.2%減少し、実

質所得は112億ドル減少するとTPP参加の影響を予測している（21）。
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3 政治論議

2015年10月に12ヵ国の貿易担当者が交渉を妥結し、2016年2月に協定は正式に署名され、

現在は各国が発効に向けて協定を批准する最終段階にある。米国の場合、これは2段階のプ

ロセスをたどる。まず、米国議会が大統領に貿易交渉権限を付与し、次に、米国議会が交渉

されている協定を批准する、という流れである。

1974年通商法により定められ、2002年通商法により更新された貿易促進権限（TPA）に基

づき、議会は大統領に「法制化法案において上下両院により承認され、その他の法定条件が

満たされる場合、……自由貿易協定」（22）の交渉権限を付与したが、この権限は2007年にすで

に失効していた。2012年初頭、オバマ政権は、TPP交渉の妥結にはTPAの更新が必要だと認

識した。TPAとは、米国議会に対し、最小の審議と修正なしでTPP実施法案を導入・採決し、

全体のプロセスを90日以内に終えることを義務付け、一括審議を可能にしたものである。

2015年4月16日、複数の上院議員がTPA（ファストトラック）法案（23）を提出した。この法

案は2015年5月21日、上院で賛成62、反対38（民主31、共和5、無所属2）で可決された。法

案は下院に送られ、賛成218、反対208の僅差で可決されたが、上院法案に盛り込まれていた

貿易調整支援（TAA）は除かれた。TPAは2015年6月24日、TAA条項のないかたちで、上院

で可決され、法制化まで大統領の署名を待つのみとなった（24）。オバマ大統領はTPAとTAAの

両方に署名したい意向を表明し、TAAが別の法案として議会を通過できたのを受けて、6月

29日、両法案に署名し、法制化した。この法律の承認はオバマ政権に「アジアおよび欧州と

大型貿易協定交渉を行なう拡大権限」を付与した（25）。議会から付与されたこの権限に基づき、

米国の貿易担当者は2015年10月に交渉を妥結させることができたのである。

交渉の妥結を受けて、議会は2016年に協定を批准するものと期待された。しかし、いくつ

かの要因により、TPPを批准するための議会審議に遅れが出ている。

1つ目の要因として、当初から米国議会にはTPPに対する懐疑派や批判者がいたことが挙

げられる。例えば、2016年11月に行なわれる米国大統領選の民主党指名候補争いをしている

残り2人のうちの1人、バーモント州選出のバーニー・サンダース上院議員は2014年12月、

次のようにTPPを非難した。

「はっきり言って、TPPは『自由貿易協定』をはるかに超えたものである。TPPは、雇用をア

ウトソーシングし、労働者の権利を損ない、労働や環境、医療、食の安全、金融などに関する

法律を壊し、企業が米国内の裁判所ではなく国際法廷で米国の法律に異議申し立てできるよう

にすることによって大企業とウォール・ストリートの利益の押し上げを図る、グローバルな底

辺への競争の一部である。TPPが米国にとって良い協定だと言うのなら、政権はTPPの内容をひ

た隠しにするのではなく、勇気をもって米国市民に協定の具体的な中身を示すべきである。」（26）

批准を遅らせている第2の要因は、TPPに対する批判が労働組合、非政府組織（NGO）、非

営利組織（NPO）の間に広がっていることである。有力NPOのパブリック・シティズンは

TPPについて次のように述べている。
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「2015年11月初め、市民、マスコミ、政策決定者を締め出した7年に及ぶ密室の交渉の末、

TPPの最終文書が公表された。どの章をみても、最終文書は予想していた以上にひどい内容であ

り、企業利益を代表する500人の正式な米国貿易アドバイザーの要求を、公益を犠牲にして満足

させたものである。文書によれば、この協定は、雇用のオフショアリングを助長し、米国の賃

金を押し下げる過去の協定の最も物議を醸した項目の多くを再現している。TPPが可決されれば、

大企業が雇用を海外に移転しやすくなり、米国の賃金引き下げと所得格差の拡大がもたらされ、

安全ではない輸入食品が米国に押し寄せ、安価な後発医薬品を市場から締め出すために大手医

薬品会社に新たな独占権を与えることで医薬品コストが跳ね上がり、米国の環境と健康のセー

フガードを攻撃する権限が企業に与えられ、グリーン雇用の創出に必要な〔米国産品の優先使

用を義務づける〕バイアメリカン政策は禁止され、ウォール・ストリート改革は後戻りし、イ

ンターネットの自由に対するオンライン海賊行為防止法（SOPA）のような脅威が忍び寄り、人

権が損なわれる。」（27）

批准を遅らせている第3の要因は、米国大統領選挙である。共和党候補のドナルド・トラ

ンプも民主党候補のバーニー・サンダースも、北米自由貿易協定（NAFTA）、米韓自由貿易協

定（KORUS）、TPPなどの自由貿易協定を米国の利益を損なうものとして非難している。サン

ダース上院議員については上に引用した。トランプは、2015年11月9日のインタビューで、

TPPについて次のように語っている、「この協定は狂っている。支持すべきではないし、結ぶ

べきではない」。約6000ページにも及ぶ協定は長過ぎて理解できない、とトランプは言った。

「誰も理解していない」、「為替操作が取り上げられていないなんてこの協定はあまりにもひど

い」と言い、「外国が米国を傷つけ、雇用を奪うのにもってこいの武器になっている」と付け

加えた。また、中国へのプレゼントだとしてTPPを非難した、「最終的に中国が入るための裏

口になるものをくれてやろうとしている」。「中国はどこの国よりもその弱点を上手く利用す

るだろう」と、かつて中国の為替操作を批判したことのあるトランプは言った（28）。中国は

TPPに入っていないが、向こう2、3年のうちに加盟を申請するとの見方が広がっている（29）。

ドナルド・トランプは共和党の、バーニー・サンダースは民主党の候補として指名争いを

しているが、米国の利益を損なうとして貿易協定に強く反対している点では一致している。2

人は、貿易協定の恩恵は米国ではなく外国にとってのほうが大きいとの懸念を表明している。

しかし、バーニー・サンダースにとって、悪いのは主に「破壊的な貿易協定」の恩恵を受け

ている「億万長者とウォール・ストリート」である。トランプの場合は、「本当に頭がいい」

外国の貿易交渉担当者にだまされている「無能な米国の貿易交渉担当者」である（30）。

大統領選の民主党指名争いでトップを走るヒラリー・クリントン前国務長官は、自分がTPP

を支持するには3つの基準をクリアしなければならないと述べている。①雇用を創出するか、

②賃金の増加をもたらすか、③米国の国家安全保障の強化につながるか、である。2015年10

月、彼女は、TPPはこの3つの基準を満たしていないので支持できない、との結論を下した（31）。

失業率が高いミシガン州の予備選でサンダース上院議員に予想外の敗北を喫すると、クリ

ントンは3月12日、オハイオ州で「米国は貿易協定を（相手国に約束どおり実行することを）

強請する。もうこれ以上、米国市場に付け込もうとする外国のなすがままにはさせない」と

述べた（32）。
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サンダース上院議員は次のように答えた。「彼女は今になって破壊的なTPPの下で自動車が

この国に輸入される基準を厳しくしたいなどと言っているが、TPPは彼女が国務長官時代に

『黄金律』と呼んでいたものである。クリントン〔元〕長官には、TPPの再交渉はするなと言

いたい。米国から50万近い雇用を奪うことになるこの何物にも縛られない自由貿易協定は葬

り去るべきなのである。この協定をあれこれ手直しする必要はない。やめてしまえばいいの

である。われわれに必要なのは、外国の低賃金労働を増やすのではなく、この国で雇用を創

出するまったく新しい貿易政策である」（33）。

TPPの批准を遅らせている第4の要因は、自由貿易や貿易協定に対する懐疑論や批判が、議

員、労働組合、NGO、NPO、失業者、就職できない学生ばかりでなく、ますます多くのエコ

ノミストの支持も受けるようになっていることである。

例えば、3人のエコノミスト―マサチューセッツ工科大学（MIT）のデイビッド・オータ

ー、チューリッヒ大学のデイビッド・ドーン、カリフォルニア大学サンディエゴ校のゴード

ン・ハンソン―は、景気はすぐに貿易ショックから立ち直るという立場のエコノミストに

重大な異議申し立てを行なった（34）。理論的には、米国のような先進国は、労働者をグローバ

ル市場で競争に勝てる先端産業へと移転させることによって、輸入品との競争に適応する。

3人は、中国が20年前に世界市場に参入してからの米国労働者の経験を精査した。その結

論によれば、想定されていた調整（適応）は起きなかった。あるいは、少なくともまだ起き

ていない。最も大きな打撃を受けた地方の労働市場では、賃金は低水準にとどまり、失業率

は高止まりしている。全米レベルで、雇用の減少を打ち消すような雇用増の兆しは経済のど

こにもみられない。3人によれば、中国との競争に晒された地方の労働市場における賃金の

低迷により、成人1人当たりの所得は年間213ドル減少している。

3人がMITのダロン・アシモグル、ブレンダン・プライスと共同で執筆した別の研究によ

れば、1999―2011年の中国からの輸入品増加により米国では240万の雇用が失われたと推計

される。「これらの結果は、貿易から得られる短期的および中期的な利益について再考を迫る

ものである」と著者らは述べている。「貿易による混乱がどれくらい大きくなるか予測しえな

かった以上、自由貿易への支持が理論の影響力にのみ基づいたものではなく、誰が、どのく

らい、どのような条件の下で、得をし、損をするのかを明らかにする実証的なデータに基づ

いたものになるよう、もっと納得がいくかたちで貿易から得られる利益を推計するのはエコ

ノミストの義務である」（35）。

全米経済研究所（NBER）のエコノミスト、J・ブラッドフォード・ジェンセン、デニス・

クイン、スティーブン・ウェイマウスによる別の研究は、自由貿易協定への反対は賢明な選

挙キャンペーン戦略であることを示唆している。米国は高技能分野では比較優位を有してい

るが、低技能分野は輸入品との競争に弱い。この脆弱性は、自由貿易協定の締結と、新興市

場国のグローバル経済への参入強化をもたらしているグローバル化の広がりを通じて高まっ

ている。著者らによれば、こうしたトレンドは大統領選の投票に現実的な影響を及ぼす。

著者らによると、全米レベルにおいては、貿易収支の対GDP比が1単位上昇すると、現職

大統領の得票率は4%上昇する。そして、貿易収支の対GDP比が1単位低下すると、現職大
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統領の得票率は4%低下する。郡レベルにおいては、高賃金の輸出型製造業の雇用が1標準偏

差上昇しても、現職大統領の得票率はわずか0.5%しか上昇しない。しかし、一方で、同じよ

うに低賃金の製造業の雇用が1標準偏差上昇した場合、現職大統領の得票率が1.3%低下する

という大きな影響を及ぼした。著者らは、きわめて重要なスイングステート（大統領選の帰趨

を決する激戦州）を調査した結果、製造業における雇用の増加あるいは減少が低賃金労働者の

投票に及ぼす影響が、スイングステートではない州の低賃金労働者に及ぼす影響と比べて2

倍近く大きいことを発見した。これは、6つの激戦州―アイオワ、ニューハンプシャー、

ノースカロライナ、オハイオ、ペンシルベニア、ウィスコンシン―は製造業雇用の比率が

平均より高いためである。この研究は、大統領（および大統領候補）が貿易自由化を是認する

には勇気がいることを示唆している。裏目に出た場合の損失のほうが、上手くいった場合の

恩恵より、大きいからである（36）。

4 批准の見通し

米国の複雑な国内情勢を考えると、TPPの批准審議がどうなるか予測するのは難しい。

2016年春現在、いくつかのシナリオが考えられる。（1）議会がレームダック会期中（11月8日

の大統領選挙から2017年1月20日の新大統領就任まで）にTPPについて審議し、批准するか否決

する。（2）議会が現在の第114会期中にはTPPについて審議しないことを決め、次期の大統領

と議会に批准するか否決するかの審議を任せる。

TPP交渉が2015年10月に妥結した際には、オバマ政権下で批准されるとの観測が多かっ

た。しかし、その後、こうした期待を削ぐような予想外の要因が2つ生じた。第1の要因は、

共和党のドナルド・トランプと民主党のバーニー・サンダースが共に米国内に失業をもたら

すとして自由貿易協定を批判したことで、貿易が大統領予備選で非常にホットな争点になっ

たことである。この結果、いかなる米国の政治指導者も堂々とTPPの早期批准を言い出せな

い雰囲気が生まれている。2015年4月27日付の『ワシントン・ポスト』紙に強力なTPP推進

論を寄せたポール・ライアン下院議長すら例外ではない（37）。

第2の予想外の要因は、アントニン・スカリア最高裁判所判事が2016年2月13日に急死し

たことである。この結果、オバマ政権と共和党主導の上院が全面的に対立する様相になって

いる。オバマ大統領はスカリア判事の後任としてコロンビア特別区連邦控訴裁判所のメリッ

ク・ガーランド首席判事を指名したが、共和党主導の上院がその指名に関する公聴会の開催

を拒否しているからである（38）。11月8日の大統領選の結果、クリントンが勝利し、民主党が

上院の過半数となった場合、共和党の上院議員は、新政権がより進歩的な判事を指名・承認

するよりも、穏健派であるガーランドを承認したほうがよいと計算する可能性があり、上院

はレームダック会期中は最高裁判所判事の公聴会に時間をとられ、TPPに関する審議が「先

送り」されてしまうという事態が起こりうる。

TPPが現在の議会会期中に批准されなければ、決定は2017年1月からスタートする次期の

第115議会へと持ち越される。次期の議会がTPPを批准するかどうかは、11月8日に誰が大統

領に選ばれるか、新議会（上下両院）の構成がどうなるかによる。
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ドナルド・トランプかバーニー・サンダースが大統領に選ばれた場合、政権から議会への

TPP批准要請を撤回し、米国はもはやTPPに加盟するつもりはないと宣言するのはほぼ確実

だろう。

ヒラリー・クリントンが大統領に選ばれた場合は、TPPを撤回するか、支持するか、一定

の条件の下で支持するか、そのいずれかに態度を決めるだろう。予備選の最中に、彼女は現

状のままではTPPを支持できないと繰り返し述べているので、政権から議会へのTPP批准要

請を撤回する可能性がある。他方、彼女は第1期オバマ政権の国務長官時代にTPPを支持し

ていたし、自分が国務長官時代に発表したアジア回帰政策を大統領として追求したいと考え

るのもほぼ確実だろう（39）。

したがって、問題は、ヒラリー・クリントン政権下の米国は、米国のアジア太平洋地域への

積極的な関与を確保するためのTPPのような枠組みがなくても、この地域の重要性の高まり

を重視する政策を追求できるのか、ということになる。できないとしたら、クリントン政権

は米国のアジア太平洋地域への関与を促進する別の枠組みやメカニズムを案出する必要に迫

られる。TPPの合意に至るまでの7年にも及ぶ交渉を放り出すのは明らかに時間と資源の無

駄だろう。ということは、クリントン政権が誕生した場合の最も可能性が高いシナリオは、米

国が他の11のTPP加盟諸国にTPPのある種の条項の修正を求める、ということである。これ

らの修正の性格次第で、他の国々は同意する可能性もあれば同意しない可能性もあり、いず

れ同意するとしても、いろいろと物議を醸す、時間のかかるプロセスになる可能性が高い（40）。

5 結　　論

米国内のTPPをめぐる論議は、大多数の米国市民の間に広がっているグローバル化とその

影響―特に貿易とアウトソーシングによる失業、賃金の停滞や減少、外国の競合他社に対

する知的財産権の保護など―に関する不安と憂慮を反映している。世論調査によれば、米

国市民はおおむね貿易を支持しているにもかかわらず、である。最近のギャラップ調査によ

れば、アメリカ人の58%は貿易を好機と捉えており、脅威とみているのは34%にすぎない（41）。

貿易は必然的に勝ち組と負け組を生み出す。問題は、負け組はすぐに自分が負け組だとわ

かり、強烈な不満を抱えるようになるのに対し、勝ち組のほうは、勝ち組になるまでに時間

がかかり、受ける恩恵もより広く拡散している場合が多い、ということである。その解決策

は、TPPのような貿易協定を拒絶するのではなく、グローバル化の影響に効果的に対処する

方策を見出すことである。例えば、労働者に、より質の高い教育や訓練を提供したり、貿易

の悪影響を緩和するためのセーフティーネットとなる貿易調整支援を提供したりすることで

ある。米国はこうした点に関して一部の他の国々ほど効果的な施策を打ち出せていない。米

国は、大半の他の社会よりも容易に経済的成果の格差を受け入れたり、経済面で政府の果た

す役割を最小化しようとしたりする強力な自由市場イデオロギーにとらわれているからであ

る（42）。

民主党は共和党よりはるかに、市場は時には不完全なものであり、政府は市場の失敗の悪

影響を軽減するうえで建設的な役割を果たしうるということを認めようとする姿勢が強い。
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民主党は共和党より資産格差や経済的差別の問題に対する懸念も強い。したがって、いった

んTPPが批准・実施されれば、クリントン政権は共和党政権よりTPPの国内的悪影響の緩和

策を見出す可能性が高い。

TPPは、アジア太平洋地域の12ヵ国が連携して貿易、投資、さらに、モノ、サービス、資

金、人、アイディアのより自由な流れを促進し、地域の社会的安定、平和、繁栄に寄与する

重要な好機である。12ヵ国がそれぞれ国内でTPPの批准に成功し、この協定が加盟国に恩恵

をもたらすことがわかれば、他の国々も間違いなく加盟したいと思うだろう。TPPに対する

関心はすでに韓国（43）、台湾（44）、フィリピン（45）、コロンビア（46）、タイ（47）、ラオス（48）、インドネ

シア（49）、カンボジア（50）、バングラデシュ（51）、インド（52）により表明されている。

TPPに参加していないアジア太平洋地域の最大の経済大国は、中国である。一部の中国人

はTPPを米国その他の国々が中国を経済的に「封じ込める」手段とみなし、それ故に中国の

利益を損なうものとみている。他方、中国には、2001年12月に加盟を果たした世界貿易機関

（WTO）と同じように、TPPを中国の世界的なプレゼンスと影響力を強めるためのもう1つの

多国間枠組みに参加する好機と捉えている人々もいる。中国の改革派もTPPを外部の圧力を

利用して国有企業など中国の国内経済の一部を効率化し、その競争力を強化する好機と捉え

ている（53）。

これらの理由から、中国が近い将来にTPPに加盟したいと考える可能性はきわめて高い。

中国が加盟すれば、TPPは世界の三大経済大国―米国、中国、日本―が加盟しているこ

とになり、その重要性を大幅に高める。TPPは、米国のEUに対する経済的関与を強化する

TTIPの重要なカウンターパートとなる。WTOドーハ・ラウンドがグローバル・レベルでの

進展に失敗しているだけに、TPPとTTIPは、米国とアジア間および米国と欧州間の経済活動

を強化する主要な焦点となる可能性が高い。向こう数ヵ月間のTPPをめぐる米国内の動きは、

21世紀における世界通商システムの行方に重大な影響を及ぼすだろう。
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